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〔問 1〕 土地に関する次の記述のうち, 適当でないものほどれか。

1 段丘は, 水はけが良く, 地盤が安定していることが多い。

2 台地の緑辺部は, 集中豪雨の際, がけ崩れによる被害を受けることが多い。

3 自然堤防に囲まれた低地は, 地盤が安定していることが多い。

4 旧河道は, 地盤が軟弱, 低湿で, 地震や洪水による被害を受けることが多い。

〔問 2〕 A の所有する土地を B が取得した後, B が移転登記をする前に, C が A か

ら登記を移転した場合に関する次の記述のうち, 民法及び不動産登記法の規定並び

に判例によれば, B がC に対して登記がなければ土地の所有権を主張できないもの

はどれか。

1 B が A から購入した後, A がC に仮装譲渡し, 登記を C 名義に移転した場合

2 B がA から購入した後, C が B を強迫して登記の申請を妨げ, C が A から購

入して登記をC 名義に移転した場合

3 B が A から購入し, 登記手続きをC に委任したところ, C が登記を C 名義に

移転した場合

4 B の取得時効が完成した後, A が C に売却し, 登記をC 名義に移転した場合

〔問 3〕 A の B に対する債権 (連帯保証人C ) の時効の中断に関する次の記述のう

ち, 民法の規定及び判例によれば, 誤っているものはどれか。

1 A がC に対して訴訟により弁済を求めた場合, B の債務については, 時効中

断の効力は生じない。

2 A がB に対して訴訟により弁済を求めて も その訴えが却下された場合は,

時効中断の効力は生じない。

3 A がB に対して訴訟により弁済を求めた場合, C の債務についても, 時効中

断の効力を生じる。

4 B が A に対して債務の承認をした場合, B が準禁治産者であって, 保佐人の

同意を得ていなくても, 時効中断の効力を生じる。
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〔問 4〕 A と B は, A 所有の土地について, 所有権を移転する意思がないのに通謀

して売買契約を締結し, B の名義に移転登記をした。 この場合に関する次の記述の

うち, 民法の規定及び判例によれば, 誤っているものはどれか。

1 B がこの土地にC に対する抵当権を設定し, その登記をした場合で, C が A

B 間の契約の事情を知っていたときは, A は, C に対して抵当権設定行為の無

効を主張することができる。

2 B がこの土地をD に売却し, 所有権移転登記をした場合で, D が A B 間の契

約の事情を知らなかったことについて過失があるときは, A は, D に対してこ

の土地の所有権を主張することができる。

3 A の債権者E は, 自己の債権を保全するため, B に対して, A B 間の契約の

無効を主張して, A の所有権移転登記抹消請求権を代位行使することができる。

4 B が F に, -さらに F が G に, それぞれこの土地を売却 し, 所有権移転登記を

した場合で, A B 間の契約の事情について, F は知っていたが, G が知らなか

ったとき, G は, A に対 しこの土地の取得を主張することができる。

〔問 5〕 債権者代位権に関する次の記述のうち, 民法の規定及び判例によれば, 誤

っているものはどれか。

1 A が妻 B に不動産を贈与した場合, A の債権者 C は, A の夫婦間の契約取消

権を代位行使することができる。

2 D の E に対する債権の弁済期が到来していない場合, 自己の債権を保全する

ため, D は, 裁判上の代位によりE の F に対する債権を行使することができる。

3 土地が G から H , H から I へと譲渡された場合において, 登記がなお G にあ

るときは, Iは, H の G に対する登記請求権を代位行使することができる。

4 J の所有地を K が賃借している場合において, L が不法占拠したときは, K

は, J の所有権に基づく妨害排除請求権を代位行使することができる。
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〔問 6〕 A が B に対する債務の担保のためにA 所有建物に抵当権を設定し, 登記を

した場合に関する次の記述のうち, 民法の規定及び判例によれば, 正しいものはど

れか。
き

1 A が通常の利用方法を逸脱して, 建物の毀損行為を行う場合, A の債務の弁

済期が到来していないときでも B は, 抵当権に基づく妨害排除請求をするこ

とができる。

2 抵当権の登記に債務の利息に関する定めがあり, 他に後順位抵当権者その他

の利害関係者がいない場合でも B は, A に対し, 満期のきた最後の 2 年分を

超える利息については抵当権を行うことはできない。

3 第三者の不法行為により建物が焼失したのでA がその損害賠償金を受領した

場合, B は, A の受領した損害賠償金に対して物上代位をすることができる。

4 抵当権の消滅時効の期間は 20 年であるから,A の B に対する債務の弁済期か

ら lo 年が経過し, その債務が消滅して も A は, B に対し抵当権の消滅を主張

することができない。

〔問 7〕 A がB の所有地を賃借して, 建物を建てその登記をしている場合に関する

次の記述のうち, 民法の規定及び判例によれば, 正 しいものはどれか。

1 B がその土地をC に譲渡する場合, 賃貸人の義務の移転を伴うから, B は,

その譲渡について A の承諾を必要とする。

2 A がその建物をD に譲渡する場合, 特別の事情のない限り, A は, D に対す

る敷地の賃借権譲渡について B の承諾を得る必要がある。

3 E が B からその土地の譲渡を受けた場合, E は, 登記を移転していなくても

賃貸人たる地位の取得をA に対抗することができる。

4 F が A からその建物を賃借する場合, 特別の事情がない限り, F は, その賃

借について B の承諾を得なければならない。
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〔問 8〕 A がB に対して 100 万円の金銭債権, B が A に対して 100 万円の同種の債

権を有する場合の相殺 (A B 間に特約はないものとする。) に関する次の記述のう

ち, 民法の規定及び判例によれば, 誤っているものはどれか。

l A の債権が時効によって消滅した後でも, 時効完成前にB の債権と相殺適状

にあれば, A は, B に対 して相殺をすることができる。

2 A の債権について弁済期の定めがなく, A から履行の請求がないときは, B

は, B の債権の弁済期が到来しても, 相殺をすることができない。

3 A の債権が, B の不法行為によって発生したものであるときには, B は, B

の債権をもって相殺をすることができない。

4 C が A の債権を差し押えた後, B が A に対する債権を取得したときは, B は,

A に対して相殺をすることができるが, それをもって C に対抗することはでき

なし＼。

〔間 釘 A は, B にマンションの一室を賃貸するに当たり, 管理を業としない C と

の間で管理委託契約を締結して, C に賃料取立て等の代理権を与えた。 この場合,

民法の規定によれば, 次の記述のうち誤っているものはどれか。

1 C は, A との間で特約がなくて も A に対して報酬の請求をすることができ

る。

2 A は, C が B から取り立てた賃料を自己の生活費に消費したときは, C に対

して, その賃料額に, 消費した日以後の利息を付した金額を支払うよう請求す

ることができる。

3 A が死亡したとき, 委託契約は終了するが, 急迫の事情がある場合において

は, C は, その管理業務を行う必要がある。

4 C は, 地震のため重傷を負った場合, A の承諾を得ることなく, D に委託し

て賃料の取立てをさせることができる。
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〔問 刊〕 請負契約により注文者 A が請負人B に建物 (木造一戸建て) を建築させた

場合に関する次の記述のうち, 民法の規定及び判例によれば, 正しいものはどれか。

ただし, 担保責任に関する特約はないものとする。

1 建物の完成後その引渡しを受けたA は, 引渡しの時から 2 年以内に限り, そ
か し

の建物の瑕疵について, 修補又は損害賠償の請求をすることができる。

2 B が建物の材料の主要部分を自ら提供した場合は, A が請負代金の全額を建

物の完成前に支払ったときでも, 特別の事情のない限り, B は, 自己の名義で

所有権の保存登記をすることができる。

3 A がB から完成した建物の引渡しを受けた後, C に対して建物を譲渡したと
か し

きは, C は, その建物の瑕疵について, B に対し修補又は損害賠償の請求をす

ることができる。

4 A は, B が建物の建築を完了していない間にB に代えて D に請け負わせ当該

建物を完成させることとする場合, 損害を賠償して B との請負契約を解除する

ことができる。

〔間 11〕 A には, 妻 B , 子 C ･ D があり, A 及び B は, C に A 所有の資産全部を相

続させ A の事業も承継させたいと考えているが, C は賛成 し, D は反対している。

この場合, 民法の規定によれば, 次の記述のうち正しいものはどれか。

1 A は, D が反対していることを理由として, 遺言で, D を相続人から廃除す

ることができる。

2 A が遺産の全部をC に遺贈した場合も, D からC に対して遺留分の減殺をす

れば, C は, その部分を除外した部分を承継するほかない。

3 D は, A の死亡後で遺産分割前であっても B 及びC の同意を得なければ,

自己の相続分を第三者に譲渡することはできない。

4 A の死亡後, 遺産分割協議をし, 改めて相続人の多数決で, 遺産の全部を C

に承継させるしかない。
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〔問 12〕 次の記述のうち, 借地借家法の規定によれば, 正 しいものはどれか。

1 平成 7年 4月に設定された借地権の存続期間は, 当事者間に定めがない場合

には, 堅固な建物については 30 年, 非堅固な建物については 20 年であり, 建

物の構造及び種類の定めのないときは, 20 年となる。

2 借地人が定期借地権に基づき建てた家屋を賃貸する場合は, 借家人との間で

｢賃貸借は, 定期借地権の期間満了に伴い家屋を取り壊すこととなる時に終了

し, 更新はしない｣ とする契約を締結することができる。

3 事業用借地権は, 専ら事業の用に利用される建物の所有を目的としているの

で, 住宅を建てるために設定することはできないが, 住宅賃貸の事業者が賃貸

マンションを建てる場合には, 設定することができる。

4 平成 7年 4月において, 30 年前に締結した借地契約を当事者の合意により更

新する際, ｢次回の契約の更新については,借地借家法本則の定めるところに従

って行う｣ 旨の特約をしたが, この特約は有効である。

〔間 -3〕 A を賃貸人, B を賃借人とするA 所有の居住用建物の賃貸借に関する次の

記述のうち, 民法及び借地借家法の規定によれば, 正しいものはどれか。

1 A B 間で rB が自己の費用で造作することは自由であるが, 賃貸借が終了す

る場合, B はその造作の買取請求をすることはできない｣ と定める特約は, 有

効である。

2 A が 3 年間の転勤による不在の後生活の本拠として使用することが明らかな

場合, A B 間で ｢賃貸借期間の 3 年が満了しても更新しない｣ 旨の特約をする

には,.公正証書でしなければ効力がない。

3 A と B と C (B と同居する内縁の妻) の三者で rB が相続人なくして死亡し

たときでも, C は借家権を承継することができない｣ と定めた場合, その特約

は, 無効である。

4 A B 間で ｢建物についている抵当権は, A が責任を持って解決する｣ と特約

して入居しても, 期間 2 年の賃貸借では, B は, その後の競落人に対して, 賃

借権を対抗することができない。
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〔問 14〕 建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち, 正しいものほど

れか。

1 共用部分の変更 (改良を目的とし, かつ, 著しく多額の費用を要しないもの

を除く。) を行うためる隙 , 区分所有者及び議決権の各 ÷ 以上の多数こよる集

会の決議が必要であるが, 議決権については規約で過半数まで減ずることがで

きる。

2 区分所有建物の一部が滅失し, その滅失した部分が建物の価格の ÷ を超え

る場合, 滅失した共用部分の復旧を集会で決議するためには, 区分所有者及び

議決権の各 ÷ 以上の多数が必要であり規約で別段の定めをすること&まできな

し｢。

3 共用部分の保存行為を行うためには, 規約で別段の定めのない場合は, 区分

所有者及び議決権の各過半数による集会の決議が必要である。

4 規約の変更が一部の区分所有者の権利に特別の影響を及ぼす場合で, その区

分所有者の承諾を得られないときは, 区分所有者及び議決権の各 ÷ 以上の多

数による決議を行うことにより, 規約の変更ができる。

〔問 15〕 登記義務者の権利に関する登記済証が滅失したときに不動産の登記の申請

書に添付すべき保証書又は保証書に署名捺印すべき保証人に関する次の記述のうち,

正しいものはどれか。

1 登記義務者の配偶者又は四親等内の親族は, 保証人になることができない。

2 保証人は, 当該登記の申請をする登記所において登記を受けたことがある成

年者でなければならない。

3 所有権以外の権利に関する登記の申請については保証人は 1名で足りるが,

所有権移転に関する登記の申請については保証人は 2名以上でなければならな

し、。

4 保証書を申請書に添付して所有権移転の登記の申請があったときは, 申請を

却下すべき場合を除き, 登記前に, 登記官から登記義務者に対してその旨の通

知がされる。

一 ′ -



H‐7

〔問 16〕 A が一戸建ての建物を新築して建物の表示の登記をし, これをB に売却し

たが, その後にA が死亡し, C が相続した。 この場合の登記に関する次の記述のう

ち, 正しいものはどれか。

1 C は, 相続を証する書面を申請書に添付して, 建物の表題部の所有者をC と

する建物の表示の変更の登記を申請することができる。

2 B は, C の承諾書を申請書に添付して, 建物の表題部の所有者をB とする建

物の表示の変更の登記を申請することができる。

3 C は, 相続を証する書面を申請書に添付して, C 名義の所有権の保存の登記

を申請することができる。

4 B は, C の承諾書を申請書に添付して, B 名義の所有権の保存の登記を申請

することができる。

〔問 17〕 国土利用計画法第 23 条の届出 (以下この間において ｢届出｣ という。) に

関する次の記述のうち, 正 しいものはどれか。

1 監視区域外に所在する土地の売買について届出をし, 勧告しない旨の通知を

受けた後, 利用目的のみを変更して契約を締結しようとする場合, 改めて届出

をする必要はない。

2 監視区域内において, 都道府県の規則で定める面積以上の土地の所有権の移

転を都道府県の住宅供給公社から受けようとする場合, 届出が必要である。

3 1 ヘクタールの農地について, 農地法第 3 条第 1項の許可又は同法第 5 条第

1項の許可を受けて売買を行おうとする場合, いずれの場合も届出をする必要

はないo

4 届出をして土地の所有権を 1年後に移転する旨の契約を締結し, 所有権移転

請求権を取得した者が, その後当該請求権を第三者に売却しようとする場合,

改めて届出が必要である。
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〔問 18〕 都市計画法に関する次の記述のうち, 正 しいものはどれか。

1 特別用途地区とは, 特別の目的からする土地利用の増進, 環境の保護等を図

るため定める地区であり, 用途地域が定められていない区域において定められ

るものである。

2 都市施設は, 適切な規模で必要な位置に配置することにより, 円滑な都市活

動を確保し, 良好な都市環境を保持するよう定めることとされており, 市街化

調整区域には定めることができない。

3 市街地開発事業の施行区域又は都市計画施設の区域内において建築物の建築

をしようとする者は, 非常災害のため必要な応急措置として行う行為について

も, 都道府県知事の許可を受けなければならない。

4 地区計画等とは, 一定のまとまりのある地区を対象にその地区の実情にあっ

たきめ細かい規制等を行うことを内容とするもので, 地区計画, 住宅地高度利

用地区計画, 再開発地区計画, 沿道整備計画及び集落地区計画をいう。

〔問 19〕 都市計画法の開発許可に関する次の記述のうち, 誤っているものはどれか。

なお, この間における都道府県知事とは, 地方自治法に基づく指定都市又は中核市

にあっては, 指定都市又は中核市の長をいうものとする。

1 開発許可を受けた開発区域内の土地において, 都道府県知事が支障がないと

認めたときは, 開発行為に関する工事完了の公告があるまでの間であっても,

建築物を建築することができる。

2 開発許可を受けた開発区域内で用途地域が定められている土地において, 工

事完了の公告後に, 当該開発許可に係る予定建築物以外の建築物を新築しよう

とするときは, 都道府県知事の許可を受けなければならない。

3 開発許可を受けた者から開発区域内の土地の所有権その他開発行為に関する

工事を施行する権原を取得した者は, 一般承継人を除き, 都道府県知事の承認

を受けて, 当該開発許可に基づく地位を承継することができる。

4 開発許可の取消しの訴え (公害等調整委員会に裁定の申請をすることができ

る事項に関する訴えを除く。)は, 当該開発許可についての審査請求に対する開

発審査会の裁決を経た後でなければ, 提起することができない。

G



〔問 20〕 都市計画法の開発許可に関する次の記述のうち, 誤っているものはどれか。
1 開発許可を受けようとする者は, 予定建築物の用途, 構造及び設備を記載し

た申請書を提出しなければならない。

2 土地区画整理事業の施行として行う開発行為については, 開発許可を受ける

必要はない。

3 開発許可の申請書には, 開発区域内の土地又は建築物の権利者全員の同意を

得たことを証する書面を添付する必要はない。

4 開発許可を受けた者の相続人その他の一般承継人は, 被承継人が有していた

開発許可に基づく地位を承継する。

〔問 21〕 建築物の構造に関する次の記述のうち, 正しいものはどれか。 ただし, 建

築基準法第 38 条 (特殊の材料又は構法) の規定は, 考慮に入れないものとする。

l 高さ 13 m 又は軒の高さ 9 m を超える建築物は, 常に主要構造部である壁を

木造としてはならない。

2 建築物には, 常に異なる構造方法による基礎を併用してはならない。

3 高さ 13 m を超える建築物で, その最下階の床面積 1話につき 10 トンを超え

る荷重がかかるものの基礎ぐいの先端は, 必ず良好な地盤に達していなければ

ならない。

4 木造の建築物で階数が 3 であるものは, 必ず構造計算によって, その構造が

安全であることを確かめなければならない。

〔問 22〕 建築物の用途制限に関する次の記述のうち, 建築基準法の規定によれば,
正しいものはどれか。 ただし, 特定行政庁の許可については考慮しないものとする。

1 第一種低層住居専用地域内においては, 保育所を建築することができない。

2 第二種中高層住居専用地域内においては, 水泳場を建築することができる。

3 第一種住居地域内においては, 原動機を使用する工場で作業場の床面積の合

計が loo m 2であるものを建築することができない。

4 近隣商業地域内においては, 床面積の合計が 100 肝の料理店を建築すること

ができる。
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〔問 23〕 建築基準法の確認に関する次の記述のうち, 誤っているものはどれか。 た

だし, 都道府県知事が都市計画地方審議会の意見を聴いて指定する区域については,

考慮に入れないものとする。

1 地上 2 階地下 1 階建で, 延べ面積が 200 脛の木造住宅を改築しようとする場

合において,その改築に係る部分の床面積の合計が 20 叶であるときは,建築主

事の確認を受ける必要がある。

2 共同住宅の用途に供する部分の床面積が 200 姪の建築物を増築しようとする

場合において, その増築に係る部分の床面積の合計が 20 叶であるときは, 建築

主事の確認を受ける必要がある。

3 鉄骨平家建で, 延べ面積が 200 姪の事務所の大規模の修繕をしようとする場

合には, 建築主事の確認を受ける必要がある。

4 都市計画区域内において建築物を新築する場合には, 当該建築物の用途, 構

造又は規模にかかわらず, 建築主事の確認を受ける必要がある。

〔問 24〕 日影による中高層の建築物の高さの制限 (以下この間において ｢日影規制｣

という。)に関する次の記述のうち, 建築基準法の規定によれば, 正しいものはどれ

かo

1 日影規制の対象となる区域については, その区域の存する地方の気候及び風

土, 土地利用の状況等を勘案して, 都市計画で定められる。

2 第一種中高層住居専用地域又は第二種中高層住居専用地域において, 日影規

制の対象となるのは, 軒の高さが 7 m 又は高さが 1o m を超える建築物である。

3 同一の敷地内に 2以上の建築物がある場合においては, これらの建築物を -

の建築物とみなして, 日影規制が適用される。

4 建築物の敷地が道路, 水面, 線路敷その他これらに類するものに接する場合

であっても, 日影規制の緩和に関する措置はない。



H‐7

〔間 25〕 宅地造成等規制法に規定する宅地造成工事規制区域 (以下この間において

｢規制区域J という。) に関する次の記述のうち, 誤っているものはどれか。 なお,

この間における都道府県知事とは, 地方自治法に基づく指定都市又は中核市にあっ

ては, 指定都市又は中核市の長をいうものとする。

1 規制区域の指定の際, 当該区域内において行われている宅地造成に関する工

事の造成主は, その指定があった日以降の工事については, 都道府県知事の許

可を受けなければならない。

2 規制区域の宅地の所有者等は, 当該区域の指定前に行われた宅地造成につい

ても, それに伴う災害が生じないよう, その宅地を常時安全な状態に維持する

ように努めなければならない。

3 都道府県知事は, 規制区域内の宅地の所有者等に対して, 当該宅地又は当該

宅地において行われている工事の状況について報告を求めることができる。

4 造成主は, 都道府県知事の許可を受けた規制区域内の宅地造成に関する工事

を完了した場合においては, 一定の技術的基準に従い必要な措置が講じられて

いるがどうかについて, 都道府県知事の検査を受けなければならない。

〔問 26〕 個人が市街化区域外の農地等を売買により取得しようとする場合に関する

次の記述のうち, 農地法の規定によれば, 誤っているものはどれか。

1 現在耕作されている農地を取得して宅地に転用しようとする場合は, 登記簿

上の地目が ｢原野｣ であっても, 農地法第 5 条の許可を受ける必要がある。

2 ゴルフ練習場の建設の用に供するために 2ヘクタール以下の農地と併せて採

草放牧地を取得しようとする場合は, 当該採草放牧地の面積の広さに関係なく,

都道府県知事の許可を受ける必要がある。

3 宅地に転用するため農地を取得しようとする場合において, r農地の所有権を

契約締結時から 1年以内に移転するJ 旨の契約を行おうとするときは, その契

約の締結について, あらかじめ農地法第 5 条の許可を受ける必要がある。

4 農業者が耕作目的で農地を取得しようとする場合において, 当該農地がその

取得しようとする者の住所のある市町村の区域外にあるときは, 都道府県知事

の許可を受ける必要がある。
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〔問 27〕 土地区画整理法による土地区画整理事業に関する次の記述のうち, 正しい

ものはどれか。

1 個人施行の場合, 施行地区となるべき区域内の宅地について借地権を有する

者の同意を得られないときは, その旨の理由を記載した書面を添えて土地区画

整理事業の施行の認可を申請することができる。

2 土地区画整理組合施行の場合, 施行者が公共施設の変更に係る工事のため仮

換地を指定しようとするときは, あらかじめ総会の意見を聴かなければならな

し＼。

3 地方公共団体施行の場合, 施行者が仮換地を指定して, 従前地に存する建築

物等を移転し, 又は除却するときは, 土地区画整理審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。

4 地方公共団体施行の場合, 施行者は, 縦覧に供すべき換地計画を作成しよう

とするとき及び縦覧に供した換地計画に対する意見書の内容を審査するときは,

土地区画整理審議会の意見を聴かなければならない。

〔問 28〕 地価税に関する次の記述のうち, 正しいものほどれか。
1 地価税の納税義務者は, 土地等を有する個人及び法人であり, 国内に有する

土地等のほか国外に有する土地等を含め, その有する土地等のすべてに課税さ

れる。

2 地価税の額は, 課税価格から基礎控除の額を控除した残額に税率を乗じた金

額であり, この基礎控除の額は, 定額として定められている金額と所有してい

る土地等の面積に応じて計算した金額とのいずれか多い金額である。

3 公益法人等の場合, 定款又は寄付行為などに定められた目的を達成するため

の業務の用であっても, それが法人税法上の収益事業であれば, その業務の用

に供されている土地等について, 地価税が課税される。

4 地価税の申告書は, 毎年10月 1 日から10月31日までに提出しなければなら

ないこととされており, この間に, この申告書に記載した地価税の額に相当す

る地価税を国に納付しなければならない。



〔問 29〕 個人が平成 7 年中に平成 7 年 1月 1 日における所有期間が 11年の土地を

譲渡した場合の譲渡所得の課税に関する次の記述のうち, 正しいものはどれか。

1 道路用地として土地を都道府県に譲渡した場合において, 収用交換等の場合

の 5,000 万円特別控除の適用を受けるときには, 優良住宅地の造成等のために

土地等を譲渡した場合の軽減税率の特例の適用を受けることができない。

2 道路用地として土地を都道府県に譲渡した場合において, 収用交換等の場合

の 5,000 万円特別控除の適用を受けるときには, その土地が居住用財産に該当

しても, 居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例の適用を受けることがで

きない。

3 道路用地として土地を都道府県に譲渡した場合には, 収用等に伴い代替資産

を取得した場合の課税の特例 (課税の繰延べ) の適用を受けるときでも, その

土地が居住用財産に該当するときは, 居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の

特例の適用を受けることができる。

4 道路用地として土地を都道府県に譲渡した場合には, 収用等に伴い代替資産

を取得した場合の課税の特例 (課税の線延べ) の適用を受けるときでも, 優良

住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の軽減税率の特例の適用を受け

ることができる。

〔問 3の 不動産取得税に関する次の記述のうち, 正しいものはどれか。
1 宅地の取得に係る不動産取得税の課秒期票準は, 当該取得が平成 7 年中に行わ

れた場合には' 当該宅地の価格の 晶の額とされる。

2 新築住宅に対する 1,000 万円の特別控除の対象となる住宅の床面積要件の上

限は, 240 姪である。

3 家屋を改築したことにより, 当該家屋の価格が増加した場合には, 当該改築

により増加した価格を課税標準として課税される。

4 不動産取得税の徴収は申告納付の方法によることとされているので, 都道府

県の条例の定めるところによって不動産の取得の事実を申告又は報告しなけれ

ばならない。

- - 14 -‐
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〔問 31〕 災害により家屋が滅失した場合において, 当該家屋に代わるべき家屋を建

設し, 又は購入するための住宅金融公庫の災害復興住宅貸付に関する次の記述のう

ち, 誤っているものはどれか。

1 再建家屋の床面積 (一戸当たりの住宅部分の床面積) が 125 脛を超えている

場合も, 被災家屋と同等以下の規模であれば, 貸付けの対象となる。

2 被災者向けの分譲住宅又は賃貸住宅を建設し, 又は購入する場合は, 被災家

屋を所有し, 賃借し, 又は当該家屋に居住していた者以外の者であっても貸付

けを受けられる。

3 被災家屋には, 主として人の居住の用に供する家屋が含まれるため, 一定以

上の住宅部分を有する店舗付住宅も貸付けの対象となる。

4 償還期間を通じて金利は固定されており, 激甚な災害を受けた一定の地域に

おいては, 据置期間中の金利が 3 パーセントに引き下げられる。

〔問 32〕 不当景品類及び不当表示防止法 (以下この間において r景品表示法｣ とい

う。) に関する次の記述のうち, 正 しいものはどれか。

1 宅地建物取引業者が, 不動産の販売広告において最寄駅から物件までの徒歩

所要時間を記載する場合, 徒歩所要時間の表示は, 価格に関する表示ではない

ので, 景品表示法の規制を受けることはない。

2 宅地建物取引業者が, 不動産の販売広告において最寄駅を記載する場合, 鉄

道会社が新設予定の駅について, 開設時期を明らかにして公表していたとして

も, 開業後でなければ新設予定駅を最寄駅として表示すること‘まできない。

3 宅地建物取引業者が, 広告代理業者に委託して作成した新聞折込みビラによ

り不動産の販売広告を行った場合であっても, その内容が景品表示法に違反す

るものであれば, 当該宅地建物取引業者が同法の規制を受けることになる。

4 宅地建物取引業者が, 高圧線下にある宅地の販売を広告するに当たり, 土地

の利用に制限があっても, 建物の建築に支障がなければ, 高圧線下である旨を

表示しなくてもよい。
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〔間 33〕 不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち, 正しいものはどれか。
1 不動産の価格は, その不動産の効用が最高度に発揮される可能性に最も富む

使用を前提として把握される価格を標準として形成されるが, これを最有効使

用の原則という。

2 不動産の性格により一般的に取引の対象とならない不動産又は依頼目的及び

条件により一般的な市場性を考慮することが適当でない不動産の経済価値を適

正に表示した価格を限定価格という。

3 対象不動産の属する地域であって, 居住, 商業活動等八の生活と活動とに関

し, ある特定の用途に供されることを中心として地域的にまとまりを示してい

る地域を同一需給圏という。

4 取引事例等にかかる取引の時点が不動産の鑑定評価を行う時点と異なり, そ

の間に価格水準に変動があると認められる場合に, 当該取引事例等の価格を鑑

定評価を行う時点の価格に修正することを事情補正という。

〔問 34〕 宅地建物の統計等に関する次の記述のうち, 正しいものはどれか。

1 平成 7 年 3月に公表された地価公示 (国土庁) によれば, 平成 6 年 1年間の

地価の概況は, 大都市圏, 地方圏ともに, 住宅地はわずかな上昇, 商業地は横

ばいとなっている。

2 住宅統計調査 (総務庁) によれば, 総住宅数に占める持家数の割合は, ほぼ

7割前後で推移しており, 近年はゆるやかな上昇傾向にある。

3 住宅着工統計 (建設省) によれば, 分譲住宅の着工戸数については, 分譲マ

ンションの戸数が一戸建ての戸数を昭和 56 年度以降平成 5 年度まで一貫して

上回っている。

4 平成 6年度の建設白書によれば, 平成 5 年度において指定流通機構 (建設大

臣が指定する流通機構) に新規登録された物件情報の総数は, 約 68 万件であ

り, そのうち賃貸物件は約 7割を占めている。
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〔問 35〕 宅地建物取引業の免許に関する次の記述のうち, 正しいものはどれか。
1 A がB 所有の宅地を賃借してマンション (区分所有建物) を建築し, 定期借

地権付きマンションとして不特定多数の相手方に分譲しようとする場合, B は,

宅地建物取引業の免許を受ける必要はない。

2 住宅 ･都市整備公団が行う住宅分譲については宅地建物取引業法の適用はな

いので, 同公団の委託を受けて住宅分譲の代理を事業として行おうとするC は,

宅地建物取引業の免許を受ける必要はない。

3 D が反覆継続して自己所有の宅地を売却する場合で, 売却の相手方が国その

他宅地建物取引業法の適用がない者に限られているときは, D は, 宅地建物取

引業の免許を受ける必要はない。

4 E (甲県知事免許) が親会社 F (建設大臣免許) に吸収合併された場合にお

いて, E の事務所をそのまま F の事務所として使用するときは, F が事務所新

設の変更の届出をすれば, E は, 甲県知事に廃業の届出をする必要はない。

〔問 36〕 宅地建物取引業者 A は, 甲県に本店 a と支店 b を設けて, 額面金額L OOO

万円の国債証券と 500 万円の金銭を供託して営業している。 この場合, 宅地建物取

引業法に規定する営業保証金に関する次の記述のうち, 誤っているものはどれか。

なお, 本店 a と支店 b とは, もよりの供託所を異にするものとする。

1 A は, 額面金額 1,000 万円の国債証券を取り戻すため, 額面金額が同額であ

る地方債証券及び 100 万円の金銭を新たに供託したときは, 遅滞なく, 甲県知

事に営業保証金の変換の届出をしなければならない。

2 A は, b を本店とし, a を支店としたときは, a のもよりの供託所に費用を

予納して, b のもよりの供託所への営業保証金の保管替えを請求することがで

きる。

3 A は, 営業保証金が還付されたため甲県知事から不足額を供託すべき旨の通

知書の送付を受けたときは, その日から14日以内に不足額を供託しなければな

らない。

4 A は, 宅地建物取引業保証協会の社員となったときは, 還付請求権者に対す

る公告をせず, 直ちに営業保証金を取り戻すことができる。



〔問 37〕 次の記述のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。

1 宅地建物取引業者は, 自己の名義をもって,
-他の宅地建物取引業者に, 宅地

建物取引業を営む旨の表示をさせ, 又は宅地建物取引業を営む目的をもってす

る広告をさせてはならない。

2 宅地建物取引業の免許を受けようとして免許申請中の者は, 免許を受けた場

合の準備のためであれば, 宅地建物取引業を営む予定である旨の表示をし, 又

は営む目的をもって広告をすることができる。

3 宅地建物取引業者は, 宅地建物取引業を営まなくなった後においても, 本人

の承諾のある場合でなければ, その業務上取り扱ったことについて知り得た秘

密を他に漏らしてはならない。

4 宅地建物取引業者が宅地建物取引業以外の事業を併せて営もうとする場合は,

その事業の種類について免許を受けた建設大臣又は都道府県知事に届け出た後

でなければ, 当該事業を開始してはならない。

〔問 38〕 宅地建物取引主任者資格登録 (以下この間において r登録｣ という。) 又は

宅地建物取引主任者 (以下 ｢取引主任者J という。) に関する次の記述のうち, 宅地

建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。

1 甲県知事の登録を受けて, 甲県に所在する本店に従事する者が, 乙県に所在

する支店に従事することとなったときは, 2 週間以内に甲県知事を経由して,

乙県知事に対し, 登録の移転の申請をしなければならない。

2 宅地建物取引主任者資格試験に合格した者で, 宅地建物の取引に関し 2 年以

上の実務の経験を有しないものは, 合格した日から 5年を経過する日までに建

設大臣が指定する実務の講習を修了しなければ, 登録を受けることができない。

3 取引主任者が, 取引主任者として行う事務に関し不正又は著しく不当な行為

をした場合で, 情状が特に重いときは, その登録を消除されるとともに, 消除

処分があった旨の公告がなされる。

4 登録を受けている者で, 宅地建物取引主任者証の交付を受けていないものが,

宅地建物取引業法第 35 条に規定する重要事項説明を行い,書面に記名押印した

場合で, 情状が特に重いときは, 登録を満除される。
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〔問 39〕 個人である宅地建物取引業者 A は, 甲県に従業者 (一時的な事務補助者を

除く。 以下同じ。)14 人の本店, 乙県に従業者 7 人の支店を有するが, 支店を廃止し

てその従業者全員を, 本店で従事させようとしている。 この場合に関する次の記述

のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 誤っているものはどれか。

1 免許換えにより甲県知事の免許を受けようとするときは, 甲県の事務所に成

年者である専任の取引主任者を 5 人以上置く必要がある。

2 甲県知事への免許換え申請をした場合で, 建設大臣免許の有効期間の満了後

に甲県知事の免許がなされたときは, 甲県知事の免許の有効期間は, 従前の免

許の有効期間の満了の日の翌日から起算される。

3 甲県知事から免許換えにより免許を受けた後において,乙県の区域内に 15 区

画の一団の宅地分譲の申込みを受けるため案内所を設置しようとするときは,

一定の事項を乙県知事及び同知事を経由して甲県知事に届け出る必要がある。

4 甲県の事務所に移転する取引主任者で, 乙県知事に宅地建物取引主任者資格

登録をしているものは, 事務所移転に伴い自己の住所を甲県に移転したときに

は, 遅滞なく, 乙県知事に変更の登録申請をする必要がある。

〔問 40〕 次の記述のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。
1 宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買又は交換の媒介契約を締結したとき

に依頼者に交付すべき書面には, その媒介契約が建設大臣の定める標準媒介契

約約款に基づくものであるか杏かの別を記載しなければならない。

2 宅地建物取引業者は, 宅地又は建物の売買又は交換の媒介契約を締結すると

きは, 依頼者に対し, 当該宅地又は建物に関する都市計画法, 建築基準法その

他の法令に基づく制限の概要を記載した書面を交付しなければならない。

3 宅地建物取引業者は, 宅地又は建物の売買又は交換の媒介に関する広告をす

るときるは, 当該宅地又は建物について, 依頼者が他の宅地建物取引業者に重ね

て売買又は交換の媒介を依頼することの許否を明示しなければならない。

4 宅地建物取引業者は, 専属専任媒介契約を締結したときは, 売買又は交換の

媒介の依頼の目的である宅地又は建物を, 建設大臣が指定する者に当該契約の

締結の日から 7日以内 (休業日を除く。) に登録しなければならない。
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〔問 41〕 次の記述のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。
1 宅地建物取引業者は, 宅地の売買契約において, 当該宅地の上に存する登記

された抵当権が宅地の引渡し時までに抹消される予定である場合には, 宅地建

物取引業法第 35 条の規定に基づく重要事項の説明に際し当該抵当権の説明を

省略することができる。

2 宅地建物取引業者が 15戸の一団の建物の分譲をするに当たって,当該建物の

一棟に専任の取引主任者を置いた案内所を設置した場合, その案内所でなされ

た買受けの申込みについては,宅地建物取引業法第 37 条の 2 の規定により撤回

されることがある。

3 宅地建物取引業者は, 建物の建築工事着手前において, 建築基準法第 6 条第

1項の確認を受けていない場合であっても, 当該確認を受けることを停止条件

とする特約付きで建物の売買契約を締結することができる。

4 法人である宅地建物取引業者の代表者が宅地又は建物の売買に関し誇大広告

を行った場合, 実際にその広告により被害を受けた人がいないときであって も

その代表者だけでなく, 当該法人が罰金の刑に処せられることがある。

〔問 42〕 宅地建物取引業者 A は, 造成工事完了前の宅地を自ら売主として売却する

ため, 他の宅地建物取引業者B Q肖費税免税業者) にその代理を依頼し, 宅地建物

取引業者C に 1億円で売却する契約を締結した。 この場合に関する次の記述のうち,

宅地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。

1 A は, 取引主任者をして, C に対し宅地建物取引業法第 35 条の規定に基づく

重要事項の説明をさせる義務はなく, B がその義務を負う。

2 B がC から契約の締結に関し 300 万円の報酬を受け取ったときでも, B は,

A から 600 万円の代理の報酬を受け取ることができる。

3 C は,宅地建物取引業法第 37 条の 2 に規定する事務所等以外の場所において

当該契約を締結したときは, 同条の規定により契約を解除できる。

4 A は, C から手付金 3,000 万円を受け取るときは, 宅地建物取引業法第 組 条

の規定に基づく手付金等の保全のための措置を講ずる必要はない。
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〔問 43〕 宅地建物取引業者 A が, 自ら売主として, 宅地建物取引業者でない B に対

し宅地 (造成工事完了済み) を分譲しようとする場合に関する次の記述のうち, 宅

地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。 なお, 当該宅地の分譲価格

は 5 ,000 万円とする.
か し

1 rA が瑕疵担保責任を負うべき期間を当該宅地の引渡しの日から 2年間とす
　 　 　 　

る｣ 旨の特約をしたときでも, A は, B が瑕疵を発見した時から 1年間は瑕疵

担保責任を負わなければならない。

2 A は,｢債務の不履行による契約の解除に伴う損害賠償の予定額を 1,000 万円

とし, 別に違約金を 500 万円とする』 旨の特約をすることはできない。

3 ｢B は, A が契約の履行に着手するまでは, 手付金の半額を放棄すれば契約

を解除できる｣ 旨の特約をしても, B は全額を放棄しなければ解除できない。

4 r宅地建物取引業法第 41条の 2 に規定する手付金等の保全措置を講ずるので

手付金を 1,500 万円とするJ 旨の特約があれば, A は, その額の手付金を受領

できる。

〔問 44〕 次の記述のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。

1 甲県知事の免許を受けている宅地建物取引業者 A が, 自己の所有する建物を

不特定多数の者に賃貸するため, 新たに乙県内に事務所を設けることとなった

場合, A は, 建設大臣の免許を申請しなければならない。

2 甲県知事の免許を受けている宅地建物取引業者B が, 区分所有建物一棟 (20

戸) を分譲するために, 案内のみを行う現地案内所を開設した場合, B は, 当

該案内所に宅地建物取引業者の標識を掲げる必要はない。

3 宅地建物取引業者C が本店及び支店の全ての従業者に従業者証明書を携帯さ

せている場合, C は, 本店以外の事務所に従業者名簿を備え, 取引の関係者に

閲覧させる必要はない。

4 甲県に本店, 乙県に支店を有して宅地建物取引業を営むD が, 甲県の本店の

みで宅地建物取引業を営むこととなった場合, D は, 建設大臣を経由して甲県

知事に免許換えの申請をする必要があるが, 乙県知事に廃業の届出をする必要

はないo
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〔問 45〕 宅地建物取引業者 A は, 宅地の分譲を行っているテント張りの現地案内所

において, 宅地建物取引業者でないB から宅地の購入の申込みを受け, 自ら売主と

して, 売買代金を 4,000 万円とする売買契約を締結した。 この場合に関する次の特

約のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 有効なものはどれか。
か し か し

l rA が B に引き渡した宅地に隠れた瑕疵があったときは, B が瑕疵を発見し

た時から 1 年半後まで, A が担保責任を負担する｣ 旨を特約した。

2 rA が契約の履行に着手するまでは, B は支払い済みの手付金及び中間金を

放棄して, A はその倍額を償還して, 契約を解除することができる｣ 旨を特約

した。

3 ｢A から契約の解除ができる旨及びその方法について告げられた日から 8 日

以内に, B が契約の解除を申し入れても, 既にA が宅地造成の工事を完了して

いるときは, 手付金を返還しない｣ 旨を特約した。

4 ｢B が売買代金の支払いを履行できなかったときは, B は, A に対する損害

賠償金として,既に支払い済の手付金 200 万円を充当する6まか,800 万円を支払

う｣ 旨を特約した。

〔問 46〕 次のア ~ ウの事例について, 宅地建物取引業者 A が受領することのできる

報酬の最高限度額を多い順に並べたものはどれか。

ア 消費税課税業者A は,B の代理依頼を受けて,B が所有する宅地を代金 5,000 万

円で売却する契約を成立させ, B から報酬を受領した。

イ 消費税免税業者 A は, C の媒介依頼を受けて, C が所有する土地付建物を代金

それぞれ宅地分 7,000 万円及び建物分 3,200 万円 G肖費税込み) で売却する契約

を成立させ, C から報酬を受領した。

ウ 消費税免税業者 A は,D 及びE 双方の媒介依頼を受けて,D が所有する宅地を代

金 5,200 万円でD E 間で売買契約を成立させ, D 及びE から報酬を受領した。

1 ア ･イ ･ ウ

2 イ ･ ウ ･ ア

3 ウ ･ ア ･イ

4 ア ･ ウ ･イ
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〔問 47〕 宅地建物取引業者A は土地区画整理組合B の施行する土地区画整理事業の

施行テ地区内の宅地 (造成工事完了済み) について C に売買又は売買の媒介をするこ

ととした。 この場合, 宅地建物取引業法の規定によれば, 次の記述のうち誤ってい

るものはどれか。 なお, B 及び C は, 宅地建物取引業者ではないものとする。

1 A が仮換地指定後の宅地の売買の媒介を行う場合でその宅地の仮換地が住宅

先行建設区に指定されているときには, A は, 宅地建物取引業法第 35 条に規定

する重要事項説明において, C に土地区画整理法第 117 条の 2 の規定に基づく

住宅建設の時期の制限の概要を説明しなければならない。

2 A は, 自ら売主として, B が換地処分後に取得する保留地予定地 (以下この

間において ｢保留地予定地｣ という。) を C に販売するときには, あらかじめ,

B からその保留地予定地を取得する契約を締結しておかなければならない。

3 A が, 施行地区内の土地を一時借り受け設置したテント張りの案内所におい

て, B C 間の保留地予定地の売買契約の締結を媒介した場合, C は, 当該売買

契約を宅地建物取引業法第 37 条の 2 の規定により解除することができる。

4 A が保留地予定地を取得する契約を締結し, 自ら売主として販売する場合,

その時期が換地処分の公告前であっても,宅地建物取引業法第 41条の 2 の規定

により手付金等の保全措置を講じて, C から代金の 20 パーセントの手付金を受

領することができる。

〔問 48〕 宅地建物取引業者 A がマンションの貸借の媒介を行った場合に関する次の

記述のうち, 宅地建物取引業法の規定に違反するものはどれか。

1 A は, 貸主から媒介の依頼を受けて承諾したが, 媒介契約書を作成せず, 貸

主に交付しなかった。

2 A は, 貸主が借賃の支払方法を定めていなかったので, 宅地建物取引業法第

37 条の規定に基づく書面において借賃の支払方法を記載しなかった。

3 貸主から媒介の依頼を受けた A は, 借主を見つけるために広告を行ったとき,

媒介の表示はしたが, 貸主の名称を表示しなかった。

4 A は, 貸主が権利金の授受について定めていなかったので, 宅地建物取引業

法第 37 条の規定に基づく書面において権利金に関する事項を記載しなかった。
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〔問 49〕 甲県知事の免許を受けている宅地建物取引業者 A が, 宅地建物取引業保証

協会 (以下この間において ｢保証協会｣ という。) の社員となった場合に関する次の

記述のうち, 宅地建物取引業法の規定によれば, 正しいものはどれか。

1 A は, 社員となった日から 2 週間以内に, 保証協会に対して弁済業務保証金

分担金を納付しなければならず, この期間内に納付しないときは社員としての

地位を失う。

2 A と宅地建物取引業に関し取引をした者は, A が保証協会の社員になる前に

取引をした者を除き, その取引により生じた債権について, 保証協会に対し弁

済業務保証金の還付を請求することができる。

3 A が保証協会の社員としての地位を失ったときは, その地位を失った日から

1週間以内に営業保証金を供託しなければならず, この期間内に供託しないと

きは甲県知事から業務停止処分を受けることがある。

4 A が保証協会の社員としての地位を失ったため営業保証金を供託したときは,

保証協会は, 弁済業務保証金の還付請求権者に対する公告を行うことなく, A

に対し弁済業務保証金分担金を返還することができる。

〔間 副〕 甲県に本店 (従業者 13 人), 乙県に支店 (従業者 5 人) を有する個人であ

る宅地建物取引業者 A に対する監督処分に関する次の記述のうち, 宅地建物取引業

法の規定によれば, 正 しいものはどれか。

1 A は, 本店の専任の取引主任者が 2 人となったときは, 直ちに宅地建物取引

業法違反となり, 甲県知事は, A に対して業務停止処分をすることができる。

2 A が引き続いて 1年以上宅地建物取引業に係る事業を休止したと割ま, 甲県

知事は, A の免許を取り消さなければならない。

3 A が支店において宅地の売買契約を締結する際,宅地建物取引業法第 35 条の

規定に基づく重要事項の説明をさせなかったときは, 乙県知事は, A 及び支店

の専任の取引主任者に対して, 必要な指示をすることができる。

4 A が支店において宅地の売買契約を締結した場合で, 宅地建物取引業法第 37

条の規定に基づく書面を交付しなかったときは, 乙県知事は, 1 年以内の期間

を定めて, 支店だけでなく, 本店における業務の停止を命ずることができる。

一 2 4 “そ
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2 3 1 3 1 2 1 4 2 1

問４１ 問４２ 問４３ 問４４ 問４５ 問４６ 問４７ 問４８ 問４９ 問５０

4 4 2 4 1 3 3 2 3 4
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